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生涯活躍のまち　上士幌町創生包括プロジェクト業務









企画提案書

















      企画提案者名


※　「企画提案者名」及び次ページ「１会社等概要」の「会社名（法人名）」から「従業員数」の欄は　１部のみ記載し、残り８部は空欄とすること。
※　書類はダブルクリップ等で留めること。
※　本様式は企画提案書の標準様式であり、Ａ４版の条件の範囲内で、ページ数や体裁を変更しても構いません。ただし、各項目は順序を変えず見出しを表示し、提案内容等を漏れなく記述してください。



１　会社等概要

	会社名
（法人名）
	


	所在地
	


	代表者名
	


	資本金等
	


	設立時期
	


	従業員数
	


	
過去３年の 売  上  高

	平成２５年度

	平成２６年度

	平成２７年度
 

	
	

	

	




　【参  考】
	生涯活躍の
まち形成に
係る過去の
実  績  額
	平成２５年度

	平成２６年度

	平成２７年度
 

	
	

	

	





２　総括責任者及び業務担当者

	 総括責任者
	 業務担当者

	 氏　　名：

	 氏　　名：

	 氏　　名：


	 役　　職：

	 役　　職：

	 役　　職：


	 経験年数：

	 経験年数：

	 経験年数：


	 主な実績：







	 主な実績：






	 主な実績：








※　総括責任者及び業務担当者は、当該委託業務を実際に担当する方について知るためのものです。
提出後に当該業務を担当できなくなった場合には、企画提案の選定を取り消すことがありますので、確実に担当できる方の氏名、役職、経験年数、主な実績を記入してください。
業務担当者が３名以上いる場合は、本様式を修正の上、全員分を記載してください。

３　業務実施体制

	
	※当該業務の実施体制について記入してください。また、連携する外部機関がある場合は、当該機関との関係についても記入してください。



























４　業務処理スケジュール

	
	※委託業務開始から完了までのスケジュールについて、上士幌町との協議時期を含め、企画立案、事業実施、報告書作成など一連の流れが分かるように記入してください。（委託業務開始は、７月下旬を予定しています。）































５　これまで実施した業務から得た知見と本事業への抱負　

	
	※過去に国・地方公共団体又は民間事業者との間で契約・履行した類似・関連業務の実績を基に記入してください
※事業名や自治体名が特定されるような固有名詞を使用しないでください。




























６　企画提案概要

	
	※今回提案される業務全体の内容をまとめて記入してください。



























７　全体構想策定・地域プロデュース活動

	
	※提案の考え方や具体的な実施内容等について、詳細に記入してください。




























８　事業主体形成

	
	※提案の考え方や、事業主体設立に向けた具体的な実施内容等について、詳細に記入してください。




























９　地域包括ケアの調査・構築

	
	※提案の考え方や具体的な実施内容等について、詳細に記入してください。




























１０　アクティブシニア受入住宅等の検討・企画

	
	※提案の考え方や具体的な実施内容等について、詳細に記入してください。




























１１　世代間交流の仕組みづくり

	
	※提案の考え方や具体的な実施内容等について、詳細に記入してください。




























１２　移住希望者募集

	
	※提案の考え方や具体的な実施内容等について、詳細に記入してください。




























１３　その他の取組

	
	※上士幌町の特徴を活かした取組について、提案してください。



























１４　業務処理に要する見積価額（消費税及び地方消費税相当額を含む。）

	　　見積価額                                                         円

	    積算内訳
	※消費税及び地方消費税相当額を含む価額及び積算内訳について、記入してください。
なお、見積金額は、実施期間を平成２８年７月下旬から平成２９年３月１５日と想定し、算出してください。
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